予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　研究開発財団補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　産業技術課　管理調整係　電話番号：058-272-1111（内3049）

　　　　　　　E-mail： c11352pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　４９，７９４千円（前年度予算額：  57,080千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	57,080
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	57,080

	要求額
	49,794
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,794

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　公益財団法人研究開発財団（以下、「財団」という）は、研究開発に関する情報収集、情報提供、交流、支援、啓蒙普及等を促進することにより、新しい技術の開発、新技術の地域産業への応用、実用化を通して、地域産業の高付加価値化を推進し、県民生活の質の向上に寄与することを目的としている。これらの目的を達成するため、財団運営及び事業実施に必要な経費として、補助金を交付する。
（２）事業内容
　　＜産学官共同研究促進事業費＞

　　　技術シーズを実用化するための研究等で創出された研究開発テーマを実
施する県内企業等に対し、その研究経費の一部を助成する。
　　＜研究開発推進調査事業費＞
研究開発風土の醸成、研究開発の促進による「研究開発立県」構想を推進

　　するため、設立(H6)以来、研究情報の発信、研究開発のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ・進捗管理

管理に係る事業を実施している。
＜特許事業費＞

1）公益財団法人岐阜県研究開発財団特許権実施要綱、同取扱細則に関す
る事務
　　　 2）職務発明と認められた発明の特許出願及び登録等に関する事務 
  　　 3）登録された発明の維持、管理及び実施に関する事務　等
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　　当財団の各種事業を実施するための事業費等であることから、補助等

を継続していく必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	31,306
	役員、職員、顧問

	運営費
	 3,257
	理事会運営費、事務局費

	施設管理費
	 5,451
	事務室借上料

	産学官共同研究促進事業
	 4,613
	産学官連携による技術シーズの実用化促進のための助成事業

	研究開発推進調査事業
	 4,215
	産学官のニーズを調査・把握し各種情報の発信事業

	特許管理事業
	　 952
	特許にかかる出願、登録、維持管理等

	合計
	49,794
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
地域の企業等に対して各種の研究開発情報を提供するとともに、大学等の保有する研究・技術シーズを地域の企業が実用化、製品化するための支援を行い、地域産業の技術力、競争力の向上、新事業創出の促進を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	提案公募型事業応募件数
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	7
（H26）
	10
（H27）
	70％



	産学官共同研究助成件数
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	3
（H26）
	6
（H27）
	50％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）研究情報収集提供事業

研究開発に関する各種制度、国等の研究開発公募等研究開発に関する最新情報をホームページやメールマガジン等で企業、大学等へ広く一般に情報を提供する。

①ホームページによる情報提供

財団からのお知らせ：11回、その他研究開発公募情報等随時更新

　　　②メールマガジン配信（H26.4～8）

15回（うち号外7回）

（２）産学官共同研究促進、研究開発推進・コーディネート事業

財団に配置するコーディネータにより、公募型研究開発事業に係る産学官や産産の連携と提案を支援するとともに、県内企業が大学等と共同で実施する研究開発の経費の一部を助成する。

①研究開発推進・コーディネート事業

提案公募型事業応募件数：1件（国補助事業）、6件（その他機関）

②産学官共同研究助成金：採択3件


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

研究開発財団は県内企業の技術開発力や競争力の強化を図るため、産学官共同研究開発の活性化、技術水準の向上を支援する機関として利用されてきた。

前年度は提案公募型事業応募・橋渡しや産学官共同研究助成金の交付等で、基盤技術の高度化や将来成長が見込まれる分野の共同研究テーマを支援することにより、産学官連携による県内企業の技術開発力、競争力の強化を促進した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	急速に進展する技術革新や、産業界をとりまく大きな環境変化に対応できる能力を持つ企業づくりが必要となっており、特に県内の売上トップが製造業である「モノづくり県」としての特色を伸ばし、今後の本県の経済を発展させるために、一層の産学官連携の支援強化が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	企業への綿密な指導及び学官とのマッチングから国等提案公募型事業への提案や財団の助成事業により、開発段階における「死の谷」（研究開発資金の枯渇、）を企業が乗り越えられるように支援を継続している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	財団で実施している国プロジェクトと連携することにより、より企業ニーズを反映した制度や情報発信となるように見直しを行い、より多くの企業が制度を活用できるようにしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
企業ニーズは多様化しているため、成長産業から地場産業まで幅広い分野のマネジメントや、芽出しから事業化まで一貫したサポートができるためのコーディネート機能や体制を強化する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

本県産業の持続的な発展のために、県内企業が積極的に成長産業に参入できるように、研究開発財団を通じて新製品や新技術、試作品の開発支援を産学官連携による継続的なサポートをきめ細かく行っていく。


財政課で記載します。








